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「三田学会雑誌」93卷 4 号 （2001年 1 月）

2 部門経済モデルにおける政府支出 *

木 村 正 信

1 はじめに

政府支出を含んだ内生的成長モデルでは，一般に 1 生産部門経済を仮定することが多い。例えば， 

政府支出を含んだ1 部門内生的成長モデルには，B arro  (1990), B arro  and Sala-i-M artin  (1992), 
G lom m  and R av ikum ar (1997)や Turn.ovsky (1 9 9 6 )などがある。すなわち，そのようなモデル 

を用いて，政府支出と経済の生産性との関係を論じるとき，政府支出が集計化された生産部門に与 

える影響について主な考察対象とし，それが複数の異なった生産部門に直接与える影響は考えられ 

ていない。

しかし，政府支出が，例えば輸送，通信や都市基盤整備といった，いわば広義の生産的公共サー 

ビスの供給に向けられる場合，そのような政府支出は複数の生産部門の生産性に貢献すると考えら 

れる。 したがって，この論文の目的は，政府支出のB arro  (1 9 9 0)の 1 部門内生的成長モデルを， 

最終財部門と投資財部門を含んだ2 部門へと一般化することによって，公共サービスが2 部門の生 

産性に影響を与える場合での，政府支出こ経済成長の間の関係について再検討することである。

その際，大きく 2 つの問題を検討する。一つは，政府支出が， 1 部門に集計化された生産部門の 

生産性に影響を与えるB arro  (1 9 9 0)のケースと，それが2 部門の生産性に影響を与える本稿のケ 

ースとを比較検討することである。 もう一つは， 2 部門経済分析の利点を生かし，B arro  (1990) 
では検討されていない，政府支出の部門間再分配政策と経済成長との関係を検討することである。

ところで，ここでの2 部門とは，U zaw a (1964)や Srin ivasan  (1 9 6 4)等の伝統的2 部門モデル 

と同様である。すなわち，生産される財が2 種類あって，一つは消費のために使われる最終財であ

* 本稿の作成にあたり，匿名のレフエリ一に有益なコメン卜をいただいたことを深く感謝いたします。

ただし，本稿におけるいかなる誤りもすベて筆者の責によるものです。

( 1 ) 伝統的2 部門経済モデルについての展開は，宇 沢 （1 9 9 0 )が詳しい。また，その内生的成長モデ 

ルへの拡張は，Jones and Manuelli '1992, 1 9 9 7 )が行っている。
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り， もう一つは資本蓄積のために使われる投資財であり，それぞれ異なった生産技術によって生産
( 2 )

されることを意味している。 しかし，ここでは最終財と投資財はともに資本を用いて生産されるが， 

政府によって無償で供給される公共サービスも投入物として用いられるものと仮定する。そして， 

B arro  (1 9 9 0 )と同様に，政府は産出量に対する比例税の一部を使って，最終財を購入し公共サー 

ビスの提供を行うと仮定する。

その結果， 2 部門の場合でも， 1 部門と同様に増税による相反する2 つの効果が発生することが 

示される。第 1 の効果は，増税が直接資本の限界生産性を低下させる負の効果である。第 2 の効果 

は，増税によって公共サービスの供給が増 .えるので，増税が生産性を高める正の効果である。 した 

がって，正と負の両方の効果が相殺される所で，税率が成長率を最大化するのである。

しかし，この論文での成長率最大化税率は1 部門とは異なり，最終財部門の生産弾力性ばかりで 

はなく，投資財部門の生産弾力性の大きさにも依存する。 また， 1 部門では成長率最大化税率と効 

用最大化税率が等しくなることがわかっているが， 2 部門では必ずしも等しくならない。両部門の 

生産弾力性が等しい場合においてのみ， 2 部門でも成長率最大化税率が最終財の生産弾力性に等し 

くなり，またそれが効用最大化税率と一致するという， 1 部門の結果が成立する。

また，この論文では2 部門経済モデルを導入するので，産業政策として政府支出が部門間で!^分 

配される状況を考えることができる。その場合，成長率を最大化するような再分配政策が存在する 

が，そのような再分配政策より広義のインフラ整備に税収を用いた方が成長率が高くなることが示 

される。この結果は，E aste rly  and Rebelo (1993) や K o ch erlak o ta  and Kei-M u-Yi (1996) の実 

証結果とも整合的である。

以下，残りの節の概要を述べておく。 2 節では，B arro  (1 9 9 0 )の 1 部門内生的成長モデルを2 
部門へと一般化するc 3 節では， 2 節で展開した2 部門モデルの均斉成長経路の特徴を分析する。

4 節では，政府支出が経済成長と厚生に与える影響を分析し，B arro  (1990) 等の先行研究で得ら 

れている帰結と比較検討する。 5 節は，この論文のまとめである。

2 2 部門経済モデル

この節では，本稿の分析的フレームワークを示す。U zaw a (1964)や Srin ivasan  (1964) の伝統 

的 2 部門モデルと同様に，経済には最終財と投資財が存在し，最終財は消費財としてのみ利用可能 

であり，投資財は資本蓄積にのみ利用可能であるとする。双方の財は異なった技術によって，資本

(2 )  Rebelo (1 9 9 1 )は最終財部門と人的資本（教育）部門に異なった要素集約度を導入している。し 

かし，Barro and Sala-i-Martin (1 9 9 5)において指摘されているように，それはここで展開される 

標準的2 部門モデルと結果的に一致することが知られている。
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と公共サ一ビスを用いて生産される。公共サービスは政府によって供給され，純粋公共財の性質を 

満たしている。すなわち，双方の部門とも無料で公共サービスを利用することができ，一方の部門 

の利用が他方の部門の利用を妨げないものとする。

2 . 1 生産部門

そこで，最終財部門の生産過程は，B arro  (1 9 9 0 )と同様に，次のようなC obb-D ouglas型で表 

されていると仮定する。

yu  =  al\~ak aug\~a, 0 < ^ < 1  ( 1)

ここでんは最終財部門が生産に用いる資本， I は労働であるが，ここでは労働供給は固定されて 

いると仮定する。g は公共財の性質を満たす経済のインフラからのサービスフローである。この式 

から，私的投入物 / とんに関して規模の収穫一定性を示していることがわかる。投資財を生産す 

る第2 部門もC obb-D ouglas型の生産関数に従い，それは

y2t =  bke2tg\~e, 0 <  e<  1 (2)

によって与えられるものとする。こ こ で h は投資財部門が生産に用いる資本である。資源制約 k t 
> k u  + k2 t と 1之んは競争市場では等号で満たされていなければならない。ここで，労働の供給は 

時間を通じて一定であり1 に基準化されている。資本についての資源制約を

ku  =  v tkt, k2t =  ( l  — Vt)kt

と書:くと便利である。ここで， v は最終財部門で使用される資本の割合であり，0 <  y < 1 。

実は，政府支出が生産的効果をもたない場合，すなわち

yu  =  al\~ak au 
yit =  bkit

であれば，このモデルの生産技術はJone& and M anuelli (1992, 1 9 9 7 )によって展開された，政府 

支出を含まない2 部門成長モデルのそれと等しい。

最終財をニュメレールとし，資本のレンタル価格を r , 投資財の価格をp , 賃金率を w と置く。 

要素市場は完全競争的であり，要素は完全に部門間で移動可能であると仮定する。利潤最大化より

(3 )  Cobb-Douglas型生産関数を仮定する方が，以下の分析や結果の見通しをよくし，先行研究の結 

果と比較しやすい。その他，政府支出を投入物として含んだ生産技術をCobb-Douglas型によって 

特定化して分析している理論的な先行研究には，Turnovsky (1996)や Glomm and Ravikumar 
(1 9 9 7 )などがある。
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次の条件を得る。

r t = { l ~  T ) a a l Y a{vtktY~ l g lf a, (3)
n = ( l  — T)pteb{{l  一 v ^ k t Y ^ g Y 6, (4)

wt = i l  — r){\  -  a ) a l ^ ak atg\~a. (5)

ここで， r は最終財部門と投資財部門の産出量〗ハと於に対する比例税率である。最終財部門と投 

資財部門の資本収益性，（3 ) と （4 ) は均衡していなければならないので，

aal\~a( v tk ty ~ l g\~a= p teb{{l — Vt)ktY~l g Y e. (6)

2 . 2 家計部門

家計は資本と労働，すべての生産要素を保有し，生産部門に提供する。生産部門から得る労働所 

得と資本のレンタル所得のうち一部を消費し，残りを資本蓄積（投資）するものとする。 したがっ 

て家計のフローの予算制約式は

c t +  PtXt =  r tk t +  w tlt (7)

によって与えられる。ここでルは投資量である。今期の投資は来期の生産に用いられる資本スト 

ックに等しいとすると，資本蓄積方程式は

Xt =  k t+i. (8)

と表現できる。

家計の目的はフローの予算制約（7 ) と資本蓄積方程式（8 ) のもとで，通時的効用関数

2 ダ log G ， 0</3<1  (9)

を最大化するように，c ヒ k の時間経路を選ぶことである。ここで/?は将来の効用を現時点で評 

価するための割引ファクターである。この問題のラグランジュ関数は

( 4 ) ここで，モデルを解析的に解くため，資本は1期後に完全に減耗すると仮定している。他の減耗 

率を用いた場合，モデルを解析的に解くことが困難になる可能性があるが，その場合でも数値解析 

的にモデルを解けば，同様な性質を持つ結論が得られるかもしれない。いずれにせよ，この点につ 

いては，一般化の可否が今後の課題として残る。

( 5 ) 累級効用関数（power u t i l i t y ) ,ど—°7(1—丨7 )を仮定して以後の分析を続けても，結論に大きな違 

いはない。ここでは計算上の煩雑さを避ける目的から対数効用関数を用いる。
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L =  2 が log Ct + H A t [ r tk t + Wtlt — Ct—ptkt+i]
亡=0 亡=0

である。ここで，スは予算制約式にかかるラダランジュ乗数である。最大化のための1 階条件は，

3 ”c t = 入t , (10)
Atpt =  At+irt+i. (11)

実は， 1 階条件より周知のE u le r条件

Ct+\lct =  l3rt+ilpt 

が得られる。均衡におけるE u le r条件は， ( 4 ) を用いると，

c t+i lct =  iSpt+i(l ~  r )eb( ( l  一 Vt+i)kt+i)e~lg lt+ilpt (12)

となる。最適消費はこのE u le r条 件 （1 2 ) に従って進歩する。

2 . 3 政府部門

B arro  (1 9 9 0 )と同様に，政府は産出量於と仍に対する比例税によって収入を得，私的財を購

入し，その一部を公共サービスの供給にあてるものとする。通常のように公共サービスは最終財の
( 6 )

みから形成されると仮定する。 したがって，公共サービスをジによって表すとすると，

gt =  za l \ - a{vtkt)ag \ - a. (13)

が成立している。

ところで， （1 3 ) の両辺を k で割って整理すると，

j ^  = ( ra l ) -av d va (14)

と書き換えることができる。

資本に対する公共サービスの割合分/ / :は，比例税率てと各部門に配分される資本の割合v の関 

数となっている。次節で詳しく分析することになるが，均斉成長においてはy は一定とならなけ 

ればならないので，税 率 r と労働 I が-一定である限り，glk b 一定となる。

投資財部門の生産技術が長期的に資本について線形となっていれば，経済は持続的成長が可能で 

ある。ここで定常状態における（1 4 ) を投資財部門の生産間数（2 ) に代入すると，

( 6 ) 公共財が投資財から形成されると仮定しても，以下の分析と同様の結果が得られる。 

( 7 ) 詳しい讓論についてはFisher (1 9 9 2 )を参照。
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y 2 t = A k t

を得ることができる。ここで / 1 =  6(1 —ジ卢レ从)1-“を表している。これはまさしく A K モデルであ 

る。 したがって，投資財部門の生産関数が資本に対して線形となり，成長は持続すると考えられる。

3 均斉成長経路

この論文は均衡経路が均斉成長経路（balanced  g row th  p a th ) 上にある場合について分析を行な 

う。ここではそのような均衡を

l+l = constant,

- I+1= constant  9t
と定義する。この節では，定義のようなそれぞれの変数の成長率が一定となるような均斉成長経路 

が存在することを確認し，その均斉成長経路では資本と消費の成長率が等しくなることを示す。

後で見るように，最終財部門に配分される資本の割合y は一定となるので，政府の予算制約式 

( 1 4 )は，

glk =  {za l l~av ay ia. (15)

となる。ダ/んは比例税率 r の増加関数であり，資本のシヱアの比率（1 — Wル= も/もと最終財部門 

の資本の生産弾力性a の減少関数である。（1 —v) / v > 1 であれば，投資財部門は最終財部門と比較 

して資本を多く用い，逆 に — であれば，最終財部門は投資財部門と比較して資本を多く

用いる。投資財部門が資本を多く用いるほど，ダ/んは大きくなる。

また，今期の最終財はすべてその期のうちに消費されると仮定しているので，各期において

c t ^ { l - T ) a l l~a{vtk t )ag\~a (16)
( 8 )

が満たされている。 / 十1 期において成立している（1 6 ) を上のq で割ると，

ct+i vt+i(gt+i/kt+iy~ak t+i , 、

ct — v at(gtlkty - ak t • U /j

( 8 ： 1 部門の最適成長モデルでは，最終財は投資のためにも用いられる。

146 (816)



z ;は一定となるので， （1 5 ) よりジ/んも一定となる。 したがって， （17) より

厂 管 (18)

が成立する。すなわち，資本と消費の2 つの成長率は等しくならなければならないことがわかる。 

また， y が一定となるので， （6 ) よりp は一定とならなければならない。 したがってE u le r条件 

(12) は

Ct + i :/S ( l -  z ) e b { l - v ) e~ \ g l k ) l~e (19)

となる。

今期の投資財はすべて来期の資本となると仮定しているので，

- ^ = ( 1 - z ) b { l - v y { g l k ) l- e (20)

が成立している。

( 1 8 ) より， （1 9 ) と （2 0 ) は等しくなければならないので，両式を均衡させることにより，最終 

財部門に配分される資本の割合， y が決定される。すなわち，それは

v = l  — 日 e (21)

となり，一定の値をとる。また，資本のシェアの比率（l — w )/yは
/3e

l - / 3 e
である。

したがって，成 長率は（1 5 ) と （2 1 ) を （2 0 ) に代入することによって，次のように与えられる。

r  =  { l - T ) b { ^ e[ra lx- a{ l - B e ) a}a- e)la. (22)

このモデルにおいても，通常の内生的成長モデル同様に，外生的技術進歩や人口成長がなくとも 

一定率で成長する均斉成長経路が存在し，均斉成長率7 は効用関数や生産関数についてのパラメ 

一夕一の値や，政 策 （ここでは比例税）に依存して決定されることが読み取れる。

4 政府と成長

この節では，これまで展開したモデルを用いて，公共政策が長期の成長率に与える効果について 

分析する。まず，比例税が経済成長率と厚生に与える影響について分析する。そして， 1 部門の 

B arro  (1990)等で得られた帰結と比較する。そして次に，政府支出を部門間で再分配する政策を
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考え，そのような再分配政策が経済成長に及ぼす影響について分析する。

4 . 1 比例税の効果

そこで，まず比例税率 r が均斉成長率（2 2 ) に与える影響を考える。政府が r を決めるという 

ことは， （1 5 ) より分/んを決めることに等しい。税収が生産的公共サービスの供給に利用されない 

場合，内生的成長モデルでは，比例税は均斉成長率を低下させることがよく知られている。 しかし， 

比例税による税収が公共サービスg の供給に費やされる場合，B arro  (1 9 9 0 )の 1 部門モデルと同 

様に， 2 部門であっても，均斉成長を決める式（2 2 ) を見れば明らかなように，比例税は必ずしも 

成長を低下させることにならないことがわかる。

すなわち，比例税の強化が成長率に対して正と負の2 つの効果をもたらす可能性があるのである。 

このことをより具-体的に見るために，先 に r を取り出した形で（2 2 ) を書き換えると，

r  =  { l - T ) b { B e ) £T(l- e)la[a l l- a{ l - ^ e ) a}(l- e)la. (23)

となる。

( 2 3 )の項（1 —r ) では課税が課税後の資本の限界生産性を低下させる負の効果が表されている。 

そして，項 r (1 一e)/aでは政府支出のg が資本の限界生産性を上昇させる正の効果が表されている。 

低い値のてについては，g l k の追加が資本の限界生産性に与える正の効果が優勢であるので，ての 

上昇とと も に ァも上昇する。 しかし， r が上昇するにつれて，歪みのある課税の負の効果が強くな 

り，やがて / は最大値に到達する。 r の値がさらに上昇を続けると，課税による負の効果が優勢に 

なり， r の上昇とと も に y は低下していくことになる。

( 2 3 )における 7 の最大値は， r に関する微分をゼロと置くことによって得ることができる。い 

ま， （2 3 ) の定数部分をB と置くことにすると，

てに関して微分をとると，

b ( 1 ^ )  r ^ ~ K l - r) -  B ”

となる。 r > 0 とすると，ゴ/ /ゴr  =  0 となるような r は

( 9 ) 例えばRebelo (1 9 9 1 )などを参照。
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—— 1 —6 _  
て <2+(l —e) (24)

となる。

( 2 4 ) より， 2 部門モデルにおいて成長率最大化税率は，最終財と投資財の両部門の生産性に依 

存して決定されることがわかる。すなわち，両部門において公共サービスの生産性1 —«，1 —e が 

大きいほど成長率最大化税率は大きくなるのである。

ところで， 1 部門モデルでは，同様に C obb-D ouglas型の生産関数を仮定した場合，B arro  
(1990)，T urnovsky  (1996) や G lom m  and R av ikum ar (1 9 9 7 )において示されているように，成 

長率最大化税率は最終財の公共サービスに関する生産性1 —ひに等しくなることがわかっている。

このモデルでは2 部門の生産の弾力性が同じ，すなわち，ひ= e であれば，生産関数のスケールパ
(10)

ラメーター，a ヒ ろが互いに異なった2 部門モデルであってもB a r r o の命題は成立する。 i2= e を

( 2 4 )に代入することより，成長率最大化税率が最終財（あるいは投資財）の公共サービスの生産性 

\  — e) と等しくなることは谷易に確認できるたろう。

命題 1 2 部門経済モデルへの一般化によっても，比例税による税収の一部が最終財部門と消費財 

部門の生産性を高める公共サービスに用いられる場合，成長率を最大化する税率が存在する。 しか 

し， 2 部門では一般に成長率最大化税率は最終財部門と投資財部門の生産弾力性ひとe の大きさ 

に依存する。

B arro  (1990)等は 1 部門モデルにおいて，C obb-D ouglas型の生産関数を仮定すれば，恒常状 

態における r の変更による成長率最大化政策は，効用の最大化と一致することを示した。 したが 

ってそのモデルにおける政策目標は単純で，政府が成長率最大化政策をとれば，それが経済厚生上 

の観点からも望ましいのである。 しかし，ここで展開した2 部門モデルにおいて， 1 部門のその結 

果が必ずしも成立しない。

消 費 c は均斉成長では（2 2 ) で示されている一定率ァで成長することがわかっている。 c t =  
C o /を効用関数（9 ) に代入して整理すると，通時的効用関数は初期消費Coと成長率ァの関数と 

して表現することができる。すなわち，次の結果が 1辱られる。

ひ= —持 + 辦  (25)

効用を最大化する税率を考えるため，効 用 関 数 （2 5 ) を r で微分し，ゼロとおくと，

( 1 0 ) 生産関数に政府支出は含んでいないが，最終財部門と投資財部門との間で等しい生産弾力性を持 

ち，生産関数のスケールパラメーターのみが異なっている2 部門経済モデルは，Farm er (1999) に 

よって取り上げられている。
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 1 dco I ^  d y —« /na\
( l - /? ) c o  dz  + (1 - /5 )V  (26)

となる。政府が r の変更による成長率最大化政策を取れば， （2 4 ) を満たす値，r =  ( l  —e ) / [ » + ( l  
— e ) ]でめVゴr  =  0 とならなければならないので， （2 6 ) の左辺第 2 項はゼロとなる。 したがって， 

成長率最大化税率と効用最大化税率が一致しているためには，成長率最大化税率（2 4 ) で，d c j d て 

= 0 も成立していなければならない。 ところで，均衡においては，初期消費 coは （16) より

Co = { l - z ) a l l ~a{ v h ) agl~a (27)

である。この式に初期時点で成立している（1 5 ) を代入すると，

Co=(\— T)alx~av <xT~^L( a l l~ctv a)~^-kQ (28)

となる。 （2 8 ) の定数部分をB ' と置いて r で微分すると，

务 叫 や — :)— ,）

となる。上の式から，ゴco/<* =  0 となるような r は r  =  l  — ひである。 ところが，めVaV =  0 となる 

ような r は r  =  ( l  —e ) / k + ( l  —e ) ]である。 したがって，成長率最大化税率（2 4 ) で \± d c j d て 

とならないので，成長率最大化税率は効用最大化税率に一般には等しくならない。

命題 2 2 部門モデルにおいて，一般に比例税の変更による成長率最大化政策は効用最大化に対応

していない。

ところで，先にも考えたように生産関数のスケールパラメーター， a とろが両部門で異なってい 

たとしても，生産弾力性が互いに等しい（e = a ) 場合，成長率最大化税率と効用最大化税率は r  ニ 1 
—ひ(==1 —e ) で一致し，ここでも1 部門の帰結が成立する。

命題 3 両部門の生産弾力性が等しい2 部門モデルにおいては， 1 部門で得られる帰結がそのまま 

成立する。すなわち，成長率最大化税率は最終財部門（あるいは投資財部門）の生産弾力性に一致 

し，成長最大化政策は厚生上の観点からも望ましい。

4 . 2 部門間の再分配政策

これまで，政府支出は両方の部門にとって生産促進的な，いわば広義の公共サービスに用いられ 

ると仮定した。そこで，次に，ある再分配政策を導入し，それが経済成長に与える影響について分 

析する。比例税によって集められた税収のうち，访= 如を最終財部門に，依=  (1 —p)ジを投資財部 

門に公共サービスとして再分配すると仮定する。それぞれの部門に分配された公共サービス，切
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と依は生産部門によって特有のもので， それ以外の部門では生産的なものではないと仮定される。 

部門間の再分配政策が行われたときの均斉成長率は

0 =  ( l - r ) K / 5 6 ) e( l - p ) 1- e[ r a / 1- a( l - ^ ) V - a](1- e)/a. (29)

( 2 2 ) と （2 9 ) とを比較すると，0 < p < l であるので，部門間の再分配政策が行われたときの均 

斉成長率 0 は，広義の公共サービスが供給されたときの均斉成長率 r を当然下回っていることが 

わかる。実はこの結果は，E aste rly  and Rebelo (1993) や K o ch erlak o ta  and Kei-Mu-Yi (1996) 
の実証結果とも整合的である。彼らは公共投資を部門別に分けて，公共投資と経済成長率の間の関 

係を調べたが，輸送，通信や都市基盤などあらゆる生産部門にとって必要な広義のインフラ整備に 

投資した場合，それらは強い相閨を持つことを示した。他方，農業部門などへの狭義のインフラ整 

備に投資した場合，それらはそれほど強い相関は持たず，場合によってはマイナスとなり得ること 

を矛:した。

ところで， （2 9 ) から明らかなように，部門間再分配率P が成長に与える効果は，まさに比例税 

の場合と同様に，正と負の2 つの効果をもたらす可能性がある。この事実を確認するために， （29) 
の p 1_aを先に取り出すと，

0 =  (1 — r)6(/?e)e( l  —p )1_ep ( 1 で  e) [ r a /1_a( l  — y5e)a]丁  (30)

となる。

最終財部門に重点的な傾斜分配政策，すなわちP の増大は投資財部門の資本の限界生産性を直 

接低下させる負の効果と，最終財部門の資本の限界生産性を上昇させる正の効果を持つのである。 

そして，ちょうど両方の効果が相殺されるところで成長率を最大化する再分配率が決定される。

そのような再分配率は（3 0 ) の p に関する微分をゼロと置くことによって得ることができる。 

いま， （3 0 ) の定数部分をと置くことにすると，

气 = B"(  (1~ Q，) (1 ^ ) p — - Py - e — B 〃( l - e ) ( l -

=  B " p X ザ £)_1( 1 - p ” ( 1 - - p ) - p )

となる。d4>ldp:ニ。となるようなp は

p = l  — a.

命題 4 政府がある一定の政府支出を用いて，最終財部門と投資財部門にそれぞれ公共サービスを 

再分配するとき，成長率を最大化する部門間の再分配率が存在し，それは最終財部門の公共サービ 

スの生産弾力性，1—a に等しい。
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ここでも比例税のケースと同様に，成長率を最大化するような再分配政策は効用の最大化に必ず 

しも対応していない。

5 おわりに

この論文では，U zaw a (1 9 6 4 )とSrin ivasan  (1 9 6 4 )の最終財部門と資本財部門をもつ，伝統的 

2 部門モデルを基礎として，B arro  (1 9 9 0 )の内生的成長モデルを再構築し，政府支出と経済成長 

の問題を論じた。この論文で得られた帰結は次のようなものである。

2 部門モデルにおいても，B arro  (1 9 9 0)の 1 部門モデルと同様に，成長率最大化税率が存在す 

ることがわかった。ここで展開したモデルでは，比例税からの税収は公共サービスとして最終財部 

門と資本財部門に無償で提供され，それは双方の部門の生産性を高めることに貢献すると仮定した。 

したがって，増税による公共サービスの提供は，両部門の生産性を高める正の効果を持つと同時に， 

課税後のその生産性を低める負の効果を持っている。そして両方の効果がちょうど相殺されるとこ 

ろで，成長率が最大化されるのである。

しかし，一 般 に 2 部門モデルではC obb-D ouglas型生産関数を仮定しても， 1 部 門の B arro  
(1 9 9 0)の結果と異なり，成長率最大化税率は最終財部門の公共サービスにかかる技術係数に一致 

せず，両部門の技術係数の関数として決まり，成長率最大化は効用最大化に対応しない。両部門の 

生産弾力性が同一な2 部門モデルである場合に限って，成長率最大化税率は最終財の公共サービス 

の生産弾力性に一致し，かつそのような成長率最大化税率は効用最大化税率でもあるというB arro  
(1 9 9 0 )の結論が成立する。

また，部門間によって政府が異なった公共サービスを提供するような，再分配政策を考えたとき， 

成長率を最大化する再分配率が存在することがわかった。それは，一方に対して有利な再分配政策 

は，一方の生産性を高めると同時に，他方の生産性を低下させることになるからである。 しかし， 

いずれにせよ，実はこのような部門間再分配政策よりも，両部門にとって生産促進的な公共サービ 

スを供給する方が成長率は当然高くなり，この事実はいくつかの実証結果とも整合的である。

ただしこれらの結果は，資本減耗率が100パーセントであることを前提としているので，一般化 

によって結論がどのように変更されるか今後の課 '題として残る。

(経済学研究科博士課程）
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